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システム構成図
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1．実務操作_利用状況調査・利用意向調査（統合調査）業務
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利用状況調査・意向調査のサポートシステム・現地確認アプリでの業務フロー

現地確認アプリを利用する場合現地確認アプリを利用しない場合番
号

(1)【補助機能】で前回調査結果の保存
(2)【補助機能】で遊休農地通し番号のクリア
(3)【補助機能】で農業委員・推進委員のアカウ

ントの作成
(4)【現地確認】で調査行程の作成

(1)【補助機能】で前回調査結果の保存
(2)【補助機能】で遊休農地通し番号の

クリア
(3)【各種帳票】で利用状況調査票を出力
(4)【地図管理】で調査対象の地図を印刷

①

(1) 現地確認アプリで調査の実施
(2)【現地確認】で現地確認アプリから連携され

た調査結果を確認し、台帳に反映

(1)【台帳管理】-「利用状況調査/意向調
査」タブで一筆ずつ直接入力

(2)【台帳・地図補正】-「利用状況/意向
調査補正」で更新。

※入力内容が同一の場合複数筆を同時
に補正可能。

(3)【台帳・地図補正】-「CSV取込補正」
でCSV出力で更新。

②

・【各種帳票】で利用意向調査票の出力
・【補助機能】-「ユーティリティ」での帳票様式の変更③

(1)【議案処理】、【台帳・地図補正】での非農地判断
(2)【各種帳票】で非農地通知書出力④

②の（１）～（３）と同様の入力⑤

【各種帳票】で各種通知や勧告書の出力⑥

・②の（１）～（３）と同様の入力
・利用調整結果による権利異動内容は【議案処理】や【台帳・地図補正】等で更新⑦

【統計機能】-「統計-遊休農地発生・解消状況」から様式１・様式２を出力⑧

①事前準備

②利用状況調査の実施、結果の入力

③利用意向調査票の発出

⑤利用意向調査結果の入力

⑥あっせん等の利用調整や機構への勧告・知事裁定

⑦遊休農地に対する措置状況・解消結果を入力する

⑧国・県への報告様式を出力する

④非農地判断、非農地
通知書の発出

業務フローイメージ

図:業務フローイメージ

表:業務フローでの農業委員会サポートシステム・現地確認アプリでの操作

※赤字:「２.現地確認アプリで現地調査を行
うための各種操作」（P33～）で説明
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前年度と今年度の農業委員会サポートシステムへの調査結果の入力フローまとめ

⑥ 利用意向調査結果の入力
P19

④「遊休農地の通し番号」
を自動設定

P16

⑦ 遊休農地に対する措置状況・解消結果を入力する
P19

⑧ 国・県への報告様式を出力する
P25

⑤ 非農地判断結果の入力
P20～21

③ 利用状況調査結果を入力
（CSV等、現地確認アプリからの連携）

P11～19、 58～61

A.今年度の調査結果を農業委員会サポートシステム
に入力するフロー 《基本の流れ》

① 前年度の調査結果を過去分として保存
P7

②「遊休農地の通し番号」のクリア
P8

※次年度以降も同様の流れとなる

★前年度の結果がサポートシステムに登録された状態

★今年度の結果がサポートシステムに登録され、通し番号は前年度
の続きから自動採番された状態

① 今年度の調査結果をCSV出力しておく P11

B.前年度の調査結果（国への報告様式）を
農業委員会サポートシステムに入力するフロー

《今年度初めてサポートシステムに入力する場合》

③ CSV取込補正により全農地に前年度の「利用状況調日」・
「遊休農地の区分:６（遊休農地でない）」を入力

P11～18

➁ 前年度の統合調査結果CSVを「取込ツール」により作成
（通し番号の最後の番号Nをメモしておく）P32

④ CSV取込補正により➁の結果（遊休農地）を上書きする
（現在登録されている調査結果は過去分に保存しない）

⑤ CSV取込補正により①のCSV（今年度の結果入力済）を
取り込む（現在登録されている調査結果を過去分に保存）

⑥ ユーティリティの通し番号の確認・変更で今年度からの
通し番号【②のN+1】を設定 P30

⑦ ユーティリティの通し番号の設定で今年度調査分の通し
番号を付番する P20

今年度初めてサポートシス
テムに入力する場合は、右
のフローにより前年度の報
告内容を過去分に保存して
から、今年度の調査結果を
改めて入力します。

現地確認アプリで調査を行
う場合は、結果を台帳反映
してから（P35～61）の
右のフローの操作を行いま
す。

重要

サポートシステムでは統合調査
の結果が常に上書きされますの
で、前年度の調査結果は過去分
として保存してから、今年度の
調査を行ってください。
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1-1．統合調査結果を入力する前の事前処理 【前回の調査結果の保存】
【現地確認アプリの利用の有無に関わらず必ず実施】

統合調査結果のデータは常に上書き保存されますので、
前年度の調査結果を既にシステムに入力している場合、
今年度の調査結果を入力する前に前年度の調査結果を過
去分として保存する必要があります。

前回の調査結果の保存は以下の2パターンで保存でき
ます。
（１）事前に保存する
（２）結果を入力する段階で保存する（CSV取込補正）

（１）事前に保存する方法
①【補助機能】-「ユーティリティ」-「利用状況調査

結果を過去情報として保存」で行います。

②本画面での作業はデータの初期化を行う場合を除き、
「更新」をクリックするのみとなります（左記【注意】
参照）。

１

２

P11で説明

【注意】
「移行後、関連項目を初期化する。」には基本的に を入れないこと。

を入れて「更新」すると、【台帳管理】-【土地データ】-【利用状
況調査/意向調査】タブの全項目がクリアされます。

この操作により「現地確認アプリ」でも前回の調査結果を参照でき
なくなります。
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遊休農地が解消された土地については、CSV更新等で遊休
農地の通し番号をクリア（設定無）することができますが、
【補助機能】-「ユーティリティ」-「遊休農地通し番号のク
リア」で一括して通し番号をクリア（設定無）することも
できます。

なお、通し番号がクリアされるデータの条件は以下のとお
りです。

① 「遊休農地の通し番号」が設定されている
かつ
② 「解消の確認」で値が設定されている

※この処理を行うタイミングは、前年度の調査結果を過去
分として保存し、今年度の「利用状況調査結果」を入力す
る前に行ってください。

通し番号をクリアした後に過去情報を保存すると、過去
の調査結果を確認する際に「通し番号」の確認が行えませ
ん。「更新」をクリックすると通し番号がクリアされる。

1-1．統合調査結果を入力する前の事前処理 【遊休農地通し番号のクリア】

P31で説明
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1-2．利用状況調査票の出力【現地確認アプリを利用しない場合】

【各種帳票】-【台帳/一覧/通知書】タブで、利用状
況調査の調査票を出力できます。

①「種別:遊休農地（荒廃農地）の発生・解消状況に
関する調査票（現地確認用）」を選択

②検索条件を入力し、出力したい調査対象地を地域別
や条件別で絞り込む

③「帳票出力」をクリック

１

３

２
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1-2．利用状況調査票の出力【現地確認アプリを利用しない場合】
<出力した利用状況調査の調査票>

上段（灰色・白）に前年度結果（出力時点
で台帳管理画面の【利用状況調査/意向調
査】タブに入力されている情報）が表示さ
れる

下段（黄色）に当年度状況（今年の
調査結果）を記入する

2枚目のシート「凡例表」には、調査結
果として入力する内容が整理されている

⇒「調査票」シート、「凡例表」シートをそれぞれ印刷し、調査に活用。

⇒また、調査対象地の地図は【地図管理】画面で印刷し用意することが可能。
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①【台帳・地図補正】の「CSV取込補正」から
処理選択「利用状況調査・意向調査情報（統合
調査）」を選択する。

②【取込用CSV出力】から、出力条件として市
町村名、大字・小字から出力範囲を選択し、
「出力」ボタンを押下する。

⇒ 更新用のCSVファイルが出力される
（利用状況調査・意向調査の更新用CSVファイルの

は同一内容です。）

【注意】出力された更新用のＣＳＶファイルを
ダブルクリックしてEXCELで開き、編集・保存
を行うと、データ内容が壊れる可能性がありま
す。
CSV 取込補正や一括更新補正などの取込機能で
CSV を加工する際は、必ず14頁以降に示す方法
でファイルを開いて編集・保存を行ってくださ
い。

利用状況調査結果/利用意向調査結果は、CSVファイルを使用して農地台帳の一括更新が行えます。

１

2

1-3．利用状況調査結果を入力する【CSVで一括で入力する場合】
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1-3．利用状況調査結果を入力する【CSVで一括で入力する場合】

※利用状況調査日（赤枠）は必須入力項目
入力していないと、CSVファイルでの取込が

できません。

※青枠の項目は様式外項目
「様式外項目」とは、統合調査様式１に記載の
ない項目のこと。

CSVで取り込む際は「様式外項目を取り込
む」にチェックが必要。

※CSVファイルでの入力作業時、列の削除は不
可（非表示は問題ない）

【利用状況調査結果の更新用CSVファイルレイアウト】
③ 更新用CSVファイルを出力した後、利用状況調査の結果を入力し、CSV形式で保存する。CSVファイルの編集・保存方法は14頁～参照。
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台帳・地図補正-CSV取込補正タブにて、更新が
完了したCSVファイルをアップロードする。

④ 更新した項目に該当する項目にチェックを入
れる。
※利用状況調査結果の項目のみ更新した場合は
「利用状況調査を取り込む」、統合調査様式１
以外の項目を更新する場合は、「様式外項目を
取り込む」にチェックを入れる。

⑤ 本年度の結果を最初に入力する際、システム
に前年度の結果が登録されている場合は、
チェックを入れる。
※過去の調査結果の事前保存操作を行っている
場合はチェック不要。

※過去分として取り込まれるのは画面内の
「○○年」と同じ年の「調査日」である調査結
果のみとなる。

利用状況調査結果は「利用状況調査日」
利用意向調査結果は「利用意向調査発出日」

⑥「CSVファイル取込」ボタンを押すと台帳情
報が更新される。

6

４

５

1-3．利用状況調査結果を入力する【CSVで一括で入力する場合】

P7で説明
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CSV 取込補正や一括更新補正などの取込機能でCSVファイル
を加工する際は、データの文字化け等を防ぐため、以下の方
法でファイルを開いて編集・保存を行ってください。

① CSVファイルを直接開かず、まずEXCELで空白のブック
を開き「データ」→「テキストまたは CSV から」をクリッ
クします。

② 編集を行う CSV ファイルを選択し、『インポート』ボタ
ンをクリックします。

③ 項目名、データ内容が正しく表示されていることを確認し、
「データの変換」をクリックします。

※Excelのバージョンにより、ボタンの名称等が変わります。
Excel2013・2016 、2019の場合は、サポートシステムの
「マニュアル・よくある質問」から「CSV一括補正 操作
手順書」をダウンロードし、「別紙_Excelを用いたCSVの
編集方法」をご参照ください。

【参考１】更新用CSVファイルの編集・保存方法

③

➁

①
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④「Power Query エディター」ウィン
ドウが開きます。

先頭の項目名をクリックし、表の右
端までスクロールした後、Shift キーを
押しながら右端の項目名をクリックし
て全ての列を選択します。
※選択状態の場合、図のように表の各

項目が緑色状態になります。

⑤「データ型:すべて」と表示されて
いる欄をクリックし、「テキスト」を
選択します。

⑥「列タイプの変更」メッセージが表
示されるので、「現在のものを置換」
を選択します。

⑦「閉じて読み込む」をクリックする
ことで、インポートが完了します。

④

⑥

⑤

⑦

【参考１】更新用CSVファイルの編集・保存方法
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⑧

⑧ この画面で適宜データの編集を行
います（詳細は次頁参照）。

⑨ 編集が終わったら、「ファイル」
をクリックします。
※別シートに切り替えず、データが
表示されているシートで実施してく
ださい。

⑩「名前を付けて保存」で 任意の
ファイル名を入力し、任意の場所に
保存します。この時「ファイルの種
類」で「CSV UTF-8（コンマ区切
り）(*.csv)」を選択してから「保
存」してください。
※「コンマ区切り」または「カンマ
区切り」を選択してください。
（Officeのバージョンによって表記が
異なります）

⑨

⑩

【参考１】更新用CSVファイルの編集・保存方法
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CSVファイルでの入力・更新内容に誤りがあった場合は、CSVファイル取込を行った際に、エラーが発生します。エラーが発生した農地に
ついては、台帳情報の更新はされません。「エラーCSV出力」を押してどのようなエラーがあり更新できなかったのかを確認し、CSVファ
イルを修正のうえ、再度「CSVファイル取込」を行ってください。

【参考２】CSV取込を行った際のエラーについて

取り込んだCSVファイルのう
ち、入力エラーがある筆数が
エラーレコード▲／○○件
と表示されます。

エラー情報が空欄の農地は取
込が成功し、台帳情報が更新
されています。

28番目の項目が未入力のためエ
ラーとなっており、台帳情報が更
新されません。
（B列「連携用所在地キー」から
数えて28列目の項目が未入力）
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エラーCSVに記載されるエラーメッセージとその内容、CSVの修正方法は下表のとおりです。

【参考２】CSV取込を行った際のエラーについて
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【台帳・地図補正】の「利用状況/意向調査補正タ
ブ」にて以下の操作を行います。

① 「検索」ボタンを押下し、更新したい農地を
「対象地/人名検索」から検索、対象農地の
「選択」欄にチェックを入れ、「実行」ボタン
を押下する。

② 補正対象の農地の「選択」にチェックを入れる。

③ 利用状況調査結果を入力する。

④ 「更新」ボタンを押下し、台帳に反映する。

※本操作で行う場合も、事前に過去の調査結果事前
保存操作を行ってください。

利用状況調査結果を個別に入力することも可能です。更新用CSVファイルの取込による農地台帳の一括更新後、
調査結果を修正する場合など必要に応じて農地台帳を更新出来ます。

2

3

4

１

1-3．利用状況調査結果を入力する【個別に入力する場合】

P7で説明
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1-4．遊休農地通し番号の採番方法について

CSV更新等で遊休農地の通し番号を振らなかった場合、【補助機
能】-「ユーティリティ」-「遊休農地通し番号の設定」で一括し
て設定することができます。

なお、通し番号が設定される条件は下記となります。

① 土地の「利用状況調査区分」に、以下のいずれかのコード
が設定されている。
1:農地法第32条第１項第１号（緑）
2:農地法第32条第１項第１号（黄）
3:農地法第32条第１項第２号
4:農地法第33条第１項
5:再生利用が困難な農地

かつ

② 土地の「通し番号」に値が設定されていない。

※当該処理を行うタイミングは当該年度の「利用意向調査結果」
を入力する前に行うことをオススメします。

「更新」をクリックすると自動採番される。
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①「名簿」をクリックして、農地台帳に登録している農地中間管理機構を
選択し、「更新」をクリックして登録する。

② 利用意向調査書を出力した際に、回答書の選択肢に、設定した農地中
間管理機構名が表示される。

利用状況調査の結果、遊休農地や遊休農地のおそれのある農地の所有者に対して利用意向調査を実施します。
まずは利用意向調査の準備として、利用意向調査書の出力を行います。
調査書に必要な情報を印字するために、【補助機能】-【ユーティリティ】タブの処理選択「農地中間管理機構設定」で機構名を登録します。

1-5．利用意向調査書を出力する【農地中間管理機構名の設定】

１

※設定をしていない場合、利用意向調査を出力す
ると回答用紙の機構名は空欄で表示される ２
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①【各種帳票】の「台帳/一覧/通知書」か
ら種別「（農地法32条第1項の規定によ
る）利用意向調査書」を選択する。

②出力範囲を設定し、左下「帳票出力」を
押下する。

※利用意向調査書は、利用状況調査結果に
以下の❶、❷の両方を満たす土地がある場
合のみ、利用意向調査書へ出力されます。

❶ 遊休農地の区分に
「1:農地法第32条第1項第1号（緑）」
「2:農地法第32条第1項第1号（黄）」
「3:農地法第32条第1項第2号」
「4:農地法第33条第1項」
のいずれかが設定されている土地

❷ 意向調査結果が「0:設定無」の土地

利用状況調査の結果、遊休農地、遊休農地のおそれのある農地の所有者に対し利用意向調査を実施します。

1-5．利用意向調査書を出力する

１

２
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利用意向調査後、農業委員会サポートシステムに調査結果を入力します。
利用状況調査と同様にCSVでの一括更新や個別に更新することができますので、本節では入力方法については省略します。
下表、意向状況調査結果CSVファイルレイアウトを参考に入力を行ってください。

1-6．利用意向調査結果・措置状況や解消状況を入力する

※調査の内容（オレンジ枠）
を入力する場合、意向調査発
出日（赤枠）を必須で入力し
ないとCSVファイルでの取込
ができません。

※青枠の項目は様式外項目
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1-7．非農地判断の総会議決を行う

利用状況調査の結果、再生利用が困難な農地とみなされた土地に非農地判断を行います。

土地農家詳細検索にて、遊休農地の区分が「再生利用
が困難な農地」を検索し、申請対象地として申請受付
に遷移します。

① 検索対象地域と検索条件を指定します。
（例１）種類:土地 条件項目:遊休農地の区分

比較演算子:と等しい
条件値:再生利用が困難な農地

（例２）種類:土地 条件項目:状況調査日
比較演算子:と等しい
条件値:利用状況調査実施日

※ 詳細設定で「134 状況調査日」「135 遊休
農地の区分」の条件に をつけてください。

② 検索を押下します。

③ 検索結果に表示された土地を選択状態にし
て右クリックし「申請受付」を押下します。
全筆を選択する場合は、「Shiftキー」を押
しながら一番下の土地を選択します。

１

2
3

１

※
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1-7．非農地判断の総会議決を行う

前頁で選択した土地が申請対象地となって申請受付に遷移するの
で、申請内容を入力します。

① 申請内容タブを押下します。

② 申請内容を入力します。
・赤点線枠内が入力必須項目
・青点線枠内が入力任意項目

③ 更新を押下します。

2

3

１

説明項目名

任意入力項目。
「その他状況１」
「その他状況２」

必須入力項目。非農地判断を選択。「転用形態」

任意入力項目。未入力の場合、農地権利移動・借賃等調査
データでは当該調査の手引きを踏まえ「植林」を自動生成。

「転用用途」

任意入力項目。未入力または設定無の場合は、議決結果台
帳反映をしても現況地目は変わらない。

「判定地目」

必須入力項目「受理年月日」

任意入力項目
「転用開始年月日」
「転用終了年月日」
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1-7．非農地通知書を出力する

非農地判断をした土地について、土地所有者に対して非農地通知書を通知します。

各種帳票の証明/交付/指導文書等にて非農地通知書を出力します。

① 種別を非農地通知書を選択します。
※非農地通知書を一括で出力する場合、「台帳/一覧/通知書」から種別「非農地
通知書（一括）を選択します。

② 「名簿」で非農地判断済み土地の所有者を設定すると、
当該土地のみが対象地に自動で設定されます。

③ 全選択を押下します。

➃ 帳票出力を押下すると所有者宛ての非農地通知書が出力されます。

3

4

2

１

帳票イメージ
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1-7．非農地通知書を出力する

非農地判断をした土地について、土地所有者に対して非農地通知書を通知します。

各種帳票の台帳/一覧/通知書にて非農地通知書を一括
で出力することも可能です。

※一括出力の場合、通知書の記号・番号は自動で発行
されないため、番号は出力後にそれぞれに記入が必要
です。
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利用意向調査後、農地所有者の意向結果によって遊休農地措置の手続きが必要となります。
手続きに必要な通知等は【帳票出力】の「証明/交付/指導文書等」から出力できます。

1

2

・「（農地法第32条第3項の規定による）公示」
・「（農地法第32条第3項の規定による）公示した旨の通知」
・「農地法第32条第3項に基づく申出書（白紙）」
・「農地法第35条第1項に基づく通知」
・「農地法第35条第3項に基づく通知」
・「（農地法第36条第1項の規定による）勧告書」
・「農地法第36条第1項に基づく勧告を行った旨の通知書」
・「農地法第41条に基づく通知」

→中間管理機構に発出する通知の場合は
①【申請人】の名簿から機構を選択。
②【対象地】で該当農地を選択。

1-8．意向調査関係の通知を発出する
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1-9．報告様式を出力する

【統計機能】-「統計-遊休農地発生・解消状
況」から報告様式を出力します。

① 出力したい様式を選択します。

② 結果を出力したい対象年を選択します。

③ 様式１を出力する場合、必要に応じて抽
出条件を設定できます。

④ 帳票出力をクリックし、報告様式を出力
します。

１

3

4

2
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1-10．遊休農地通し番号の確認・番号の変更について

「遊休農地の通し番号」をシステム上で設定する場合
や、CSV等で設定する場合に次に振られる（振るべ
き）番号を確認できます。
また、通し番号の設定で自動に振られる番号の変更も
可能です。

① 次に自動で振られる（振るべき）開始番号を確認
できます。

② 自動で振られる番号を変更したい場合、入力しま
す。

③②で入力した場合、「更新」をクリックします。

※令和６年度の通し番号が「１～10」だった場合、
令和７年度は番号が「11」から自動開始となる。
※通し番号の重複は発生しません。

１

２

3



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

31

1-11．過去の調査結果を確認する

過去分として保存された調査結果は、【土地
農家詳細検索】で確認できます。

①検索対象は「状況調査（過去）データ」を
選択します。

②検索したい農地がある場合は条件を設定し、
「検索」をクリックします。
※条件項目は「詳細設定」で選択できます。

③調査結果が表示されます。
※表示は1万件までとなります。

④調査結果をCSVで出力できます。
※1万件以上の場合でも③の検索結果画面で
は全て表示されませんが、CSVでは対象デー
タが全て出力されます。

２

3

4

２
１
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1-12．統合調査結果取込ツールについて

取込 出力
取込

報告様式１ 農業委員会サポート
システム取込用CSV

統合調査結果取込ツール 農業委員会サポートシステム

◎遊休農地（荒廃農地）の発生・解消状況に関する（以下、統合調査）は、令和３年に国・県への報告様式が変更されました。
◎報告様式に記入しているものの、農業委員会サポートシステムへの結果入力が未完了の委員会があることが想定されます。

⇒ 記入済みの統合調査の報告様式をもとに、農業委員会サポートシステムへの入力用CSVファイルの作成が可能となる
ツールを用意しています。「マニュアル・よくある質問」の「統合調査結果取込ツール」からツールと操作手順書を
ダウンロードし、調査結果を取り込んでください。

※「報告様式１」は遊休農地に対する取組状況を報告するものとなるため、遊休農地ではない土地（遊休農地の区分:６）に
対する結果は、別途、農業委員会サポートシステムで取り込む（P11～18）必要があります。【流れはP6を参照】

《 統合調査取込ツールの利用フロー 》



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

２．現地確認アプリで現地調査を行うための各種操作



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

34

現地確認アプリを利用するためのユーザー登録・ログイン方法

現地確認アプリを利用するためのユーザー登録・ログイン方法について説明します。

１．ユーザー登録
農業委員会職員が農業委員会サポートシステムで現地確認アプリ利用ユーザーを登録します。

２．初期設定方法
農業委員会職員がタブレット端末でログインを行います。
① 利用端末で現地確認アプリを開く
②「eMAFF ID」の取得を行う
③ 初期設定（かんたんコード認証の設定）を行う

３．2回目以降のログイン方法（利用者が実施）
① 利用端末で現地確認アプリを開く
② メールアドレス＋パスワードでログイン
③ かんたんコード認証を行う

かんたんコード認証について（令和6年3月末に実装）
かんたんコード認証とは、従来の「メールアドレスを

使った2段階目の認証」の替わりに「固定の4桁の数字を
使った認証」を行うことで簡単、安全に現地確認アプリ
にログインできる新しい認証方式です。

ご利用いただく前に、事務局宛に通知された「PIN
コード」により、現地確認アプリのアカウントごとに
「かんたんコード」の設定を行なっていただく必要があ
ります。

P34～36

P37～39

P40～41
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2-1．現地確認アプリ利用ユーザーを登録する （１）サポートシステム上で1人ずつ登録する
現地確認アプリで利用状況調査等の現地確認を行うユーザーをサポートシステムで登録します。
登録の方法は（１）システム上で1人ずつ登録する、（２）CSVで複数人を一括で登録する の２パターンとなります。

①

③

② ④

【注意】
今回登録するのはタブレットから「現地確認アプリ」・「ワンデスクシステム」にアクセス
するユーザー（農業委員・推進委員等）のため、「農業委員会サポートシステム」にはアク
セスできません。
ユーザー登録の前に、タブレット毎にメールアドレスを作ってください（１台１アカウント
を推奨）。

また「農業委員会サポートシステム」のユーザー情報では「現地確認アプリ」にアクセスで
きません。

※農業委員会サポートシステムの管理者アカウント
のみが行える作業です。

サポートシステムにログインし、【補助機能】-
「推進委員／農業委員管理」で行います。

①「アカウント一覧読み込み」をクリックして、
登録されているアカウント情報を確認します。

②「追加」をクリックします。

③ 追加された空白の行をクリックすると、右側の
ユーザー情報が入力可能になります。追加するユー
ザーの情報（氏名、メールアドレス、担当区域、委
員種別）を入力します。
※アカウントごとに個別のメールアドレスが必要で
す。
※担当区域を設定しない場合は空欄で結構です。
※委員種別は、農業委員か推進委員のいずれかを選
択してください。

④「更新」をクリックすると登録が完了します。
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2-1．現地確認アプリ利用ユーザーを登録する （２）CSVで複数人を一括登録する
現地確認アプリで利用状況調査等の現地確認を行うユーザーをサポートシステムで登録します。
登録の方法は（１）システム上で1人ずつ登録する、（２）CSVで複数人を一括で登録する の２パターンとなります。

登録するユーザー情報（氏名、メールアドレス、担当区域、委
員種別）を記載したCSVファイルを作成します。

① エクセルを開き、ユーザー情報を入力します。
項目名は不要で、1行目から値を入力ください

② 入力完了後、CSVファイル（拡張子.csv)として保存します。

②

補足入力する内容列

半角は不可ユーザーの氏名A

メールアドレスB

B列と同一のアドレスメールアドレス(確認用)C

設定する場合のみ担当地区の地区コードD

農業委員は0、推進委員は1委員種別E

①
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現地確認アプリで利用状況調査等の現地確認を行うユーザーをサポートシステムで登録します。
登録の方法は（１）システム上で1人ずつ登録する、（２）CSVで複数人を一括で登録する の２パターンとなります。

2-1．現地確認アプリ利用ユーザーを登録する （２）CSVで複数人を一括登録する

③ サポートシステムにログインし、【補助機能】-
「推進委員／農業委員管理」画面で
「アカウント一覧読み込み」をクリックします。

④「CSVファイル一括入力」をクリックすると、
ファイル登録画面が開くので、前頁で作成したCSV
を選択し、「開く」をクリックします。

⑤ ユーザー一覧画面に先ほど登録したユーザー情
報が表示されます。
情報を訂正する場合は、対象のユーザーをクリック
し、右側のユーザー情報欄を更新します。

⑥「更新」をクリックすると登録完了です。

⑥

③

⑤

④

※農業委員会サポートシステムの管理者アカウントの
みが行える作業です。

【注意】
今回登録するのはタブレットから「現地確認アプリ」・「ワンデスクシステム」にア
クセスするユーザー（農業委員・推進委員等）のため、「農業委員会サポートシステ
ム」にはアクセスできません。
ユーザー登録の前に、タブレット毎にメールアドレスを作ってください（１台１アカ
ウントを推奨）。

また「農業委員会サポートシステム」のユーザー情報では「現地確認アプリ」にアク
セスできません。
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農業委員会サポートシステムからのユーザー登録後、「現地確認アプリ」を利用するための設定を行います。

2-1．現地確認アプリ利用ユーザーを登録する （３）メールを確認する

農業委員会サポートシステムで「更新」をクリックすると、「現
地確認アプリ」のユーザーが登録されます。

登録完了後、登録した利用者のメールアドレスに左図のメールが
届きますが、メールに記載のURLはクリックせず、次ページから
の取得方法を実施してください。

※本メールが届いたことだけを確認し、メールは閉じてください。

P35，P37
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タブレットを操作して、現地確認アプリへの初回のログインを行います。

2-2．現地確認アプリに初回ログインをする

① タブレット等から「現地確認アプリ」を開きます。 ②「ログイン」をクリックします。サインインするための
メッセージが表示されますので「続ける」をクリックします。
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③ ログイン画面が表示されますの
で、「eMAFF IDを取得するには」
をクリックします。

④ eMAFF ID取得案内画面が表示されます。
赤枠の「eMAFF IDを取得する」をクリックします。

⑤ 赤枠にサポートシステムに登録したメール
アドレスと、任意のパスワードを入力します。
入力完了後、「仮登録」をクリックします。

2-2．現地確認アプリに初回ログインをする

タブレットを操作して、現地確認アプリへの初回のログインを行います。
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⑥ 登録したメールアドレスに上記メールが届きます。
メール本文にある「メールアドレスを確認する」を
クリックします。

⑦ 現地確認アプリに遷移します。赤枠にメールアドレス
と設定したパスワードを入力し、ログインします。

2-2．現地確認アプリに初回ログインをする

タブレットを操作して、現地確認アプリへの初回のログインを行います。
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⑧ ⑦でログイン後、初回利用のダイアログ
が表示されるため、「OK」を押下します。
※ダイアログが表示されない場合は、既に「かんた
んコード」が設定済です。

2-2．現地確認アプリに初回ログインをする

タブレットを操作して、現地確認アプリの初期設定を行います。

現地確認アプリにログインするための4桁の
かんたんコードを設定してください。

※以前から現地確認アプリを利用されてい
た方へ
現地確認アプリのログイン認証方式の変更
に伴い、メールで送信された認証コードを
入力する方式から、かんたんコードを利用
する方式に変更となりました。
事務局担当者が、かんたんコードの初期設
定を行ってから、現地確認アプリをご利用
ください。

⑨ PINコード入力画面が表示されます。
予め事務局宛に通知されたPINコード
を入力し、「確認」をタップ。

⑩ ユーザーが利用するかんたん
コードを２回入力して「確認」
をタップすると、現地確認アプ
リにログインができました。

※かんたんコードは現地
確認アプリのユーザーご
とに設定し、事務局から
ユーザーへ連絡してくだ
さい。

○○○○
（任意の４桁）

○○○○
（共通の４桁）

ＯＫをタップ
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2回目以降の現地確認アプリへのログイン方法について説明します。

① タブレット等から現地確認アプリを開きます。 ② ログインをクリックします。サインイン
するためのメッセージが表示されますので
「続ける」をクリックします。

2-3．現地確認アプリへの2回目以降のログイン方法
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2-3．現地確認アプリへの2回目以降のログイン方法

③ メールアドレスとパスワードを入力し、
ログインをクリックします。

④ かんたんコードを入力し、「確認」ボタン
をタップします。

⑤ 現地確認アプリにログイン完了です。

2回目以降の現地確認アプリへのログイン方法について説明します。

○○○○
初期設定した
任意の４桁
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現地確認アプリで行う調査（利用状況調査）で誰が、どこの農地を確認するか「行程」を作成します。

【現地確認】-「現地確認行程登録/修正」で行います。

①「新規作成」をクリックします。

②「調査要領」をクリックし、今回行う現地確認の調
査要領を選択します。

⇒「利用状況調査に係る現地確認」

③ 任意の行程名を入力します。

④ 調査予定日をカレンダーから選択/入力します。

⑤「調査者検索」から本現地確認を行う調査者（利用
ユーザー）を検索します。

⑥ 調査員名が表示されますので、該当者の選択に
チェックを入れ、選択をクリックします。

①
②
③
④

⑤

2-4．現地確認行程を登録する （１）利用状況調査の場合

⑥



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

46

現地確認アプリで行う調査（利用状況調査）で誰が、どこの農地を確認するか「行程」を作成します。

⑦ 現地確認対象農地を検索します。

⑧ 「所在から探す」で対象地を検索後、
「選択」にチェックをいれます。

※ 複数農地の場合は左下「全選択」で
チェックできます。

⑨ 「実行」をクリックします。

⑩ 内容を確認し「更新」をクリックします。

⑦

⑩

※対象地の選択は台帳管理や土地農家詳細検索で農
地を選択し、右クリックすることで対象地選択を
することもできます。
詳細は「補足2）他画面からの行程作成方法」を
参照ください。

2-4．現地確認行程を登録する （１）利用状況調査の場合

※ ⑨

P66～70

⑧
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現地確認アプリで行う調査（権利移動等での現地調査）で誰が、どこの農地を確認するか「行程」を作成します。

【現地確認】-「現地確認行程登録/修正」で行います。

①「新規作成」をクリックします。

②「調査要領」をクリックし、今回行う現地確認の調
査要領を選択します。

⇒「権利移転・転用等に係る現地確認」

③ 任意の行程名を入力します。

④ 調査予定日をカレンダーから選択/入力します。

⑤「調査者検索」から本現地確認を行う調査者（利用
ユーザー）を検索します。

⑥ 調査員名が表示されますので、該当者の選択に
チェックを入れ、選択をクリックします。

①
②
③
④

⑤

⑥

2-4．現地確認行程を登録する （２）権利移転・転用等に係る現地確認の場合
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⑦

⑦

現地確認アプリで行う調査（利用状況調査や権利移動等での現地調査）で誰が、どこの農地を確認するか「行程」を作成し
ます。

⑦「検索」から申請検索を開き、現地調査
対象農地の申請起案を検索します。申請起
案は起案種別や受理年月日から絞って検索
できます。

⑧ 申請検索より、対象となる申請起案の
選択欄にチェックを入れ、「実行」をク
リックします。
選択された申請の対象地が【対象地】へ自
動入力されます。

※ 申請起案の選択は１件のみとなります。
申請起案を複数件選択した場合、先頭の申
請情報のみが連携されます。

⑧

2-4．現地確認行程を登録する （２）権利移転・転用等に係る現地確認の場合
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現地確認アプリで行う調査（権利移動等での現地調査）で誰が、どこの農地を確認するか「行程」を作成します。

⑨【対象地】で現地確認を行いたい農地の選択欄
にチェックが入っていることを確認してください。
※現地確認アプリでは地図情報が必須となるため、
地図と紐づいていない農地や転用済み農地等は
『グレーアウト』してチェックできません。

⑩ 内容を確認し「更新」をクリックします。
※「権利移転・転用等に係る現地確認」は行程作
成後、対象地の追加をすることはできません。

※「申請受付」-「申請修正」タブで該当申請起案
を表示し、「現地確認行程登録」を選択すると対象
地として選択できます。

⑩

⑨

2-4．現地確認行程を登録する （２）権利移転・転用等に係る現地確認の場合
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登録した行程の修正を行う方法について説明します。

【現地確認】-「現地確認行程登録/修正」で行
います。

①「修正」をクリックします。

② 現地確認行程検索画面が表示されます。
修正したい行程を調査要領や行程名、調査者

名等から絞り「検索」をクリックします。
※絞り込みをせず検索した場合は、全行程表示
されます。

③ 行程が表示されますので、修正したい行程を
クリックし、「選択」ボタンをクリックします。
※または当該行程をダブルクリック。②

③

2-5．現地確認行程を修正する

①
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登録した行程の修正を行う方法について説明します。

④ 選択した行程の内容が表示されます。
行程名や調査者、対象農地の修正が可能です。

※調査要領は変更できません。調査要領が異
なっていた場合は、再度行程を作成してくださ
い。

⑤ 修正後、「更新」をクリックします。

※対象地をクリックで選択し、「地図」を押す
と対象地の地図に遷移します。

⑤

④

2-5．現地確認行程を修正する
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登録した行程の削除を行う方法について説明します。

【現地確認】-「現地確認行程登録/修正」で行
います。

①「削除」をクリックします。

②現地確認行程検索画面が表示されます。
削除したい行程を調査要領や行程名、調査者

名等から絞り「検索」をクリックします。
※絞り込みをせず検索した場合は、全行程表示
されます。

③行程が表示されますので、修正したい行程を
クリックし、「選択」ボタンをクリックします。
※または当該行程をダブルクリック。

①

②

③

2-6．現地確認行程を削除する
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登録した行程の削除を行う方法について説明します。

【現地確認】-「現地確認行程登録/修正」で行
います。

④ 選択した行程の詳細情報を表示が表示されま
すので、「削除」ボタンをクリックします。

※ここでは行程の修正はできません。

④

2-6．現地確認行程を削除する
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登録した行程のコピーを行う方法について説明します。

【現地確認】-「現地確認行程登録/修正」で行
います。

①「コピー作成」をクリックします。

② 現地確認行程検索画面が表示されます。
コピーしたい行程を調査要領や行程名、調査

者名等から絞り「検索」をクリックします。
※絞り込みをせず検索した場合は、全行程表示
されます。

③ 行程が表示されますので、コピーしたい行程
をクリックし、「選択」ボタンをクリックしま
す。
※または当該行程をダブルクリック。

①

②

③

2-7．現地確認行程をコピーする
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登録した行程のコピーを行う方法について説明します。

【現地確認】-「現地確認行程登録/修正」で行
います。

④ コピーした行程の詳細情報が表示されますが、
調査者は反映されないので「調査者検索」をク
リックし調査者を選択します。

⑤ 行程名や調査予定日、対象地の情報を必要に
応じて編集します。

⑥「更新」ボタンをクリックします。

⑥

2-7．現地確認行程をコピーする

④

⑤

⑤
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特定の農地について「利用状況調査に係る現地確認」の過去の調査結果を確認する方法について、ご説明します。

【現地確認】-「現地確認結果履歴表示」で行います。

※この「現地確認結果履歴表示」で確認できる調査
要領は「利用状況調査に係る現地確認」のみです。

① 現地調査を行ったか確認したい農地を検索します。
（複数選択可能です）

② 検索した農地に現地調査の履歴がある場合、【現
地確認結果一覧】に該当の行程情報が表示されます。
※複数の調査履歴がある場合、複数の結果が表示さ
れます。

③ 現地写真に「 」がある場合は現地の写真がアッ
プされています。対象行をダブルクリックすること
で確認できます。⇒2-9 現地写真を確認へ

④ 当該調査に関する現地写真がある場合「現地写真
一括ダウンロード」をクリックし調査時の写真を一
括でダウンロードすることもできます。

⑤ 【現地確認結果一覧】から対象行をクリックで選
択し、「地図」を押すと対象地の地図に遷移します。

②

④

③

①

2-8．過去の現地確認結果を確認する

⑤
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現地調査で撮影された写真を確認/ダウンロードする方法を説明します。

2-8③で対象行をダブルクリックすると【現地写真一覧】が
表示されます。

①確認したい写真をダブルクリックすると拡大表示されます。

②各写真左上にチェックをいれます。（全選択可能です）

③写真を削除する場合、「削除」をクリックします。

④写真を端末にダウンロードする場合、「ダウンロード」を
クリックします。

⑤対象地に複数の行程の現地写真がある場合、クリック可能
となります。クリックすると行程ごとの写真が表示されます。
※下図参照

①

②

⑤

③ ④

2-9．現地写真を確認/ダウンロードする
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2-10．現地確認結果確認/反映を行う
農業委員、推進委員が「現地確認アプリ」で行った現地確認結果を確認し、農業委員会サポートシステムへ反映します。

【現地確認】-「現地確認結果確認/反映」で行い
ます。

①「現地確認選択」をクリックします。

② 現地確認行程検索画面が表示されます。
調査結果を確認したい行程を調査要領や行程名、

調査者名等から絞り「検索」をクリックします。
※絞り込みをせず検索した場合は、全行程表示

されます。

③ 行程が表示されますので、調査結果を確認した
い行程をクリックし、「選択」ボタンを押します。
※または当該行程をダブルクリック。

②

③

①
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2-10．現地確認結果確認/反映を行う
農業委員、推進委員が「現地確認アプリ」で行った現地確認結果を確認し、農業委員会サポートシステムへ反映します。

④ 検索した行程に関する農地が表示されますので、
「 選択 」にチェックをいれます（複数選択も可
能）。

現地写真に「 」がある場合は現地の写真が
アップされています。対象行をダブルクリックす
ることで確認できます。

⑤ 調査要領が「権利移転・転用等に係る現地確
認」の場合のみ 「申請情報参照」ボタンがクリッ
ク 可能です。クリックすると 「 申請受付 」 画面
-「 申請修正 」 タブを表示し、現地確認行程登録
時に選択した申請情報を確認できます。

※対象地をクリックで選択し、「 地図 」ボタンを
押すと対象地の地図に遷移します。

④

⑤

調査済

調査済

④

※地番表記の簡略化について（令和７年3月末に実装）
地番情報を「本番区分」～「玄孫番」を省略した「地番」

の項目に変更しました。
現地確認画面_現地確認結果確認/反映タブ【対象地】欄で

は、地番表記の簡略化に加え、調査項目（確認者～現地確認
メモ）を左へ移動しました。⇒ 詳細は次頁
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2-10．現地確認結果確認/反映を行う
農業委員、推進委員が「現地確認アプリ」で行った現地確認結果を確認し、農業委員会サポートシステムへ反映します。

地番表記を「本番区分」～「玄孫番」を省略した「地番」の項目に変更しました。
また、現地確認画面_現地確認結果確認/反映タブ【対象地】欄では、調査項目（確認者～現地確認メモ）を左へ移動することで、確認しや

すくなりました。
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農業委員、推進委員が「現地確認アプリ」で行った現地確認結果を確認し、農業委員会サポートシステムへ反映します。

⑥ 現地確認の結果から、農地台帳に反映する項目
にチェックをいれます。
※「確認者」から右の項目のみ。「現地確認メ
モ」は台帳反映されません。基本設定は全項目に
チェックがついています。

⑦「台帳反映」をクリックし、農地台帳を更新し
ます。

⇒ この段階で行程状態は「完了」となります。

⑧「確認処理」をクリックした場合、調査結果が
農地台帳に反映されず、行程状態が「完了」に変
更されます。
※「権利移転・転用等に係る現地確認」の場合は
「確認処理」のみで「台帳反映」はできません。

⑨ 調査結果確認/反映においては、調査結果を
CSVで出力可能です。

注）2-5．現地確認行程の修正で行程内の調査対象
地を一部削除した場合は、台帳への反映は15分後
以降としてください。

⑥

⑦

⑦

⑧
⑨

2-10．現地確認結果確認/反映を行う

完了調査済

右へスクロール
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「現地確認アプリ」では、利用状況調査や権利移転・転用等に係る現地調査だけでなく、農業委員・推進委員が日々の活動
の中で把握した所有者の意向や違反転用情報を登録できます。（行程作成不要）
上記の情報が農業委員会サポートシステムに連携された際の確認/農地台帳への反映方法について説明します。

【現地確認】-「随時調査結果確認/反映」で行い
ます。

① 調査結果を検索します。最終更新日や調査結果
反映状態から絞り込みができます。

② 検索結果が表示されます。農業委員・推進委員
が結果を入力した土地が表示されます。
※現地確認アプリで入力した内容は、リアルタイ
ムで確認することができます。

③ 土地をクリックすると、その土地に対する調査
結果に関するメモが下部に表示されます。

①
②

③

2-11．随時調査結果の確認/台帳反映

※地番表記の簡略化
（令和７年3月末に実装）

地番情報を「本番区分」～「玄
孫番」を省略した「地番」の項目
に変更しました。
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「現地確認アプリ」では利用状況調査や権利移転・転用等に係る現地調査だけでなく、農業委員・推進委員が日々の活動の
中で把握した所有者の意向や違反転用情報を登録できます。（行程作成不要）
上記の情報が農業委員会サポートシステムに連携された際の確認/農地台帳への反映方法について説明します。

④ 調査結果を反映したい土地を選択します。
反映状態が「未反映」の土地の結果を登録します。

⑤ スクロールバーを右に持っていくと下図の項目
が表示されます。
農地台帳に反映したい項目（「所有者の意向」、
「違反転用の有無」）のチェックボックスに
チェックをつけます。
※調査結果が入力されている項目については文字
色が着色されています。

⑥「反映する」をクリックすると調査結果が農地
台帳に反映します。

④

⑤

2-11．随時調査結果の確認/台帳反映

⑥

右へスクロール
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補足1）現地確認アプリとの現地確認行程データ連携頻度について
現地確認アプリと農業委員会サポートシステムの「現地確認行程データ連携」は以下のように実施されます。
・農業委員会サポートシステムで新規作成または修正を行った現地確認行程が、15分ごとに現地確認アプリ

へ連携されます。
・現地確認アプリで登録した現地確認結果が、15分ごとに農業委員会サポートシステムへ連携されます。

※行程作成時の注意点
農地台帳データが現地確認アプリに連携されるのは従来通り翌日です。
農地情報を更新（分筆／合筆、農地転用等）した土地を対象に行程を作成する場合は、農地台帳データと現地
確認行程データの整合性を取るために、データが連携される翌日まで待つ必要があります。

【ホーム】-【連携システムからの通知】

現地確認結果の登録次第では、左図のように通知年月日
が同じ日の同じ行程名のお知らせが複数件表示されるこ
ともあります。
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補足1）現地確認アプリとの現地確認行程データ連携頻度について

現地確認アプリ農業委員会サポートシステム

15分間隔でデータ連携
・現地確認行程を作成・修正・削除

・現地確認結果を登録

・調査行程が作成・修正・削除される

・現地確認結果が確認できる

夜間にデータ連携

現地確認アプリでは、令和6年3月末の更新により、調査行程の対象地のポリゴンの色とピンの下の文字が、登録した調査結果に連動するよう
になりました。併せて凡例の表示内容も修正されています。農業委員会サポートシステムとのデータ連携の仕様は下図のとおりです。

※ 令和6年7月末の改修により、ピンの色
（確認済 、承認済 ）
も、台帳反映した対象地について随時更新
されるようになりました。

・調査行程の対象地の調査結果を台帳反映
調査行程の農地のうち、台帳反映した農地の
・ ポリゴンの色とピンの下の文字が更新される
・ ピンの色が緑色→青色に更新される（※）



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

66

補足2）他画面から行程対象地を選択する方法 （１）台帳管理画面-台帳管理タブ-土地データ
台帳管理画面-台帳管理タブ-土地データから利用状況調査の行程対象地を選択する方法について説明します。

①「土地データ」に表示されている土地の
中から現地確認行程の対象地に設定したい
土地を選択する。

② 選択した状態で、右クリックで表示され
るメニューから「現地確認」-「行程登
録」をクリックする。

現地確認画面に遷移し、選択した土地が
【対象地】に設定されます。

※複数の土地を選択したい場合
マウスでクリックする際に【Shift】キーを
押しながらクリックすると範囲指定が可能
です。また【Ctrl（コントロール】キーを
押しながらクリックすると一筆ごとの追加
指定が可能です。

①

②
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補足2）他画面から行程対象地を選択する方法 （２）台帳管理画面-所在から探すタブ
台帳管理画面-所在から探すタブから利用状況調査の行程対象地を選択する方法について説明します。

①「検索結果」に表示されている土地の中
から現地確認行程の対象地に設定したい土
地を選択する。

② 選択した状態で、右クリックで表示され
るメニューから「現地確認」-「行程登
録」をクリックする。

現地確認画面に遷移し、選択した土地が
【対象地】に設定されます。

※複数の土地を選択したい場合
マウスでクリックする際に【Shift】キーを
押しながらクリックすると範囲指定が可能
です。また【Ctrl（コントロール】キーを
押しながらクリックすると一筆ごとの追加
指定が可能です。

①

②
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補足2）他画面から行程対象地を選択する方法 （３）土地農家詳細検索画面
土地農家詳細検索画面から利用状況調査の行程対象地を選択する方法について説明します。

①「検索結果」に表示されている土地の中
から現地確認行程の対象地に設定したい土
地を選択する。

② 選択した状態で、右クリックで表示され
るメニューから「現地確認」-「行程登
録」をクリックする。

現地確認画面に遷移し、選択した土地が
【対象地】に設定されます。

※複数の土地を選択したい場合
マウスでクリックする際に【Shift】キーを
押しながらクリックすると範囲指定が可能
です。また【Ctrl（コントロール】キーを
押しながらクリックすると一筆ごとの追加
指定が可能です。
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補足2）他画面から行程対象地を選択する方法 （４）地図管理画面
地図管理画面から利用状況調査の行程対象地を選択する方法について説明します。

① メニューの「選択」をクリックする。

② 地図上から現地確認行程の対象地に設定
したい土地を選択する。
・複数の土地を選択する場合

【Shift】キーを押しながらクリックする。

・一括で複数の土地を選択する場合
矩形領域内のすべての土地を選択するこ

とも可能です。その場合はマウスをドラッ
グして領域を作成する。

①

②
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補足2）他画面から行程対象地を選択する方法 （４）地図管理画面
地図管理画面から利用状況調査の行程対象地を選択する方法について説明します。

③ メニューの「台帳検索」をクリックする。

④ 土地農家詳細検索画面に遷移し、選択し
た土地が検索結果に表示される。
※選択した土地が一つの場合は、台帳管理
画面に遷移する。

⑤ その後の操作は、「補足2）他画面から
行程対象地を選択する方法 （３）土地農
家詳細検索画面」を参照ください。

③

④
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説明の流れ

１. 利用状況調査を実施する …p.73
１）登録した調査行程を表示する
２）一筆ごとに調査結果を入力する
３）一括して調査結果を入力する
４）調査結果の入力状況を確認する
５）調査結果が画面に反映されるタイミングについて
６）調査結果を修正する

２. 権利情報の移動の現地確認を実施する …p.91

３. その他の現地確認を実施する …p.99

４. 農地までの経路を確認する …p.101
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。

3-1．利用状況調査を実施する 1）登録した調査行程を表示する（1/3）

① 左下の【メニュー】をタップし
て【メインメニュー】を表示させ
ます。

② 左下のリストボックスをタップ
します。

③ 現地確認行程リストが表示され
るので、リスト内の

「○○市_利用状況調査○○」

の調査行程をタップします。

②

③

①
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 1）登録した調査行程を表示する（2/3）

⑤ 検索ボタンをタップし、登録したデータを表示
させます。表示させた所在・地番をタップすると、
その農地が表示されます。

④

④ 画面左側の丸いアイコンの下から
３番目をタップします。

⑤-1

⑤-2

⑥ 矢印をタップすると左側の「農地番号」、「現地
確認行程農地一覧」が消えますので、地図を拡大し
てください。

⑥-1
⑥-2

※ 本来であれば、前頁で行程を選択すると、
現在地と調査対象農地が表示されますの
で、地図を拡大等するだけで良いです。
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 1）登録した調査行程を表示する（3/3）

⑦ 選択した現地確認行程の調査対象農地が、表示
されます。
農地の境界線は、農地台帳上の内容に応じて黄緑、
橙、桃、青、黄色で表示されます。

※表示されない場合は、地図を拡大してください。
紫色のピンが立っている場所が、対象農地の周辺
地を表しています。

③

⑦
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 2）一筆ごとに調査結果を入力する（1/6）

① 調査対象の農地のピンをタップし、
画面左側に調査項目などを表示します。

①

①
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 2）一筆ごとに調査結果を入力する（2/6）

② 画面左側の【台帳情報】をタッ
プすると、当該農地の台帳情報を
確認できます（上下にスクロール
します）

②
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 2）一筆ごとに調査結果を入力する（3/6）

③ 画面左側の【現地確認項目】を
タップすると、利用状況調査の入
力項目が表示されます。③
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 2）一筆ごとに調査結果を入力する（4/6）

④ 各項目の入力欄をタップして、
選択リストから該当する内容を選
びタップします。

画面を下にスクロールすると
【現地確認写真】の項目が出てき
ます。④
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 2）一筆ごとに調査結果を入力する（5/6）

⑤ 【現地確認写真】をタップして、写真を
撮影し登録できます。

カメラマークをタップするとカメラのア
プリが起動するので、「写真撮影」をタッ
プして、写真撮影を行います。

対象農地の写真を撮ると、レ点と×印が
出てきます。レ点をタップすると自動で写
真が登録されます。

撮り直しをしたい場合は、×印をタップ
してください。

※ 許可を求められる場合は「アプリの使用
時のみ」をタップします。

⑥ 【現地確認メモ】をタップして、特記事
項等がある場合にメモを入力できます。

※ 入力は、キーボードで入力するほか、音
声入力もできます。

⑤

⑤※

⑤

⑥
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
3-1．利用状況調査を実施する 2）一筆ごとに調査結果を入力する（6/6）

⑦ 画面を上にスクロールし、「確認状況」の「確認済」をタップしま
す。 若しくは【現地確認項目】をタップして、 「確認状況」の「確認
済」をタップします。

⑧ 画面下部の「登
録」をタップすると、
画面上部の色が赤色
から緑色に変わり、
地図のピンも「確認
済（緑色）」に変わ
ります。

※ ピン下の「耕作中」
の文字は、変更になり
ません。農業委員会サ
ポートシステム本体の
作業が必要となります。

⑦

⑧-1

⑧-2

⑧-2
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
「耕作中」など、同一の調査結果を入力する場合は、対象農地を一括選択（個別選択）して入力できます。

3-1．利用状況調査を実施する 3）一括して調査結果を入力する（方法１）

① 画面左側の丸いアイコンの上から４番目を
タップします。

② 複数のピンを選択して、 「一括更新設
定」をタップすると、選択したピンの利用状
況調査の結果を一括して入力・登録できます。

③ 「登録」をタップすると、一括して選択し
た農地のピンが緑色に変わり、「確認済」と
なります。①

②-1

③

③

②-2

②-3
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3-1．利用状況調査を実施する 3）一括して調査結果を入力する（方法２）

① 画面左側の丸いアイコンの上から５番目をタップします。

② 範囲指定したい画面をタップします。指定したところを
再度タップして、そのまま離さずスライドすることで、範
囲指定できます。範囲指定をして、「一括更新設定」を
タップすると、範囲内のピンが一括して選択され、一括し
て利用状況調査の結果を入力・登録できます。

③ 「登録」をタップすると、一括して選択した農地のピン
が緑色に変わり、「確認済」となります

①
②-1

②-2

②-3

③-1

③-2

農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
「耕作中」など、同一の調査結果を入力する場合は、対象農地を一括選択（矩形選択）して入力できます。
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3-1．利用状況調査を実施する 3）一括して調査結果を入力する（方法３）

① 画面左側の丸いアイコンの上から６番目をタップしま
す。

② 範囲指定したい画面をタップし、多角形で囲むことに
より範囲指定できます。範囲指定をして、「一括更新設
定」をタップすると、範囲内のピンが一括して選択され、
一括して利用状況調査の結果を入力・登録できます。

③ 「登録」をタップすると、一括して選択した農地のピ
ンが緑色に変わり、「確認済」となります

①

②-1

②-2

②-3

③-1

③-2

農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
「耕作中」など、同一の調査結果を入力する場合は、対象農地を一括選択（多角形選択）して入力できます。
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3-1．利用状況調査を実施する 3）一括して調査結果を入力する（方法４）（1/2）

① 左下の【メニュー】をタップして【メインメニュー】
を表示させ、【農地一覧】をタップします。

② 「複数選択」をタップして、一括して入力したい農地
をタップして選択します。

※ 「全選択」をタップすれば調査行程に登録されている
全農地を選択できます。

①

農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
「耕作中」など、同一の調査結果を入力する場合は、対象農地を一括選択（一覧選択）して入力できます。

②※ ②-1

②-2
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3-1．利用状況調査を実施する 3)一括して調査結果を入力する（方法４）（2/2）

③ 「実行」をタップすると、一括して選択した農地の
利用状況調査の結果を入力・登録できます。

④ 「登録」をタップすると、一括して選択した農地の
一覧が赤から緑色に変わり、「確認済」となります。
同様にピンの色も緑色に変わります。

農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
「耕作中」など、同一の調査結果を入力する場合は、対象農地を一括選択（一覧選択）して入力できます。

③-1

③-2

④-1

④-2
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
調査結果の入力状況は、農地一覧や現地確認行程一覧で確認できます。

3-1．利用状況調査を実施する 4）調査結果の入力状況を確認する（1/2）

① 左下の【メニュー】をタップして【メインメニュー】
を表示させ、【農地一覧】をタップします。

② 「未確認」をタップして検索すると、まだ調査結果を
登録していない農地が一覧で表示されます。

調査結果を登録済みの農地は「確認済」をタップして
検索すると一覧が表示されます。

①

②-1

②-2

②-2

②-1
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農業委員会サポートシステムで登録した利用状況調査の現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認を実施します。
調査結果の入力状況は、農地一覧や現地確認行程一覧で確認できます。

3-1．利用状況調査を実施する 4）調査結果の入力状況を確認する（2/2）

②
２３／２５

←25筆中23筆が結果入力済み

８／８
←８筆中８筆が結果入力済み

全て入力済みだと、左側が
「確認済（緑色）」と表示
されます

① 左下の【メニュー】をタップして【メインメ
ニュー】を表示させ、【現地確認行程一覧】を
タップします。

② 登録されている現地確認行程の一覧が表示さ
れます。

調査対象筆数や確認状況を確認できます。

①
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3-1．利用状況調査を実施する 5）調査結果が画面に反映されるタイミングについて
農業委員・推進委員が入力した調査結果は、事務局が農業委員会サポートシステムで確認します。

現地確認アプリ農業委員会サポートシステム

15分間隔でデータ連携
・現地確認行程を作成・修正・削除

・現地確認結果を登録

・調査行程が作成・修正・削除される

・現地確認結果が確認できる

・調査行程の対象地の調査結果を台帳反映 夜間にデータ連携

① 農業委員・推進委員が調査結果を「登録」すると、15分後には農業委員会サポートシステムに調査結果が連携されます。
② 事務局は、農業委員会サポートシステムで調査結果を確認し、結果を台帳に反映します。
③ 翌日、農業委員・推進委員が現地確認アプリを開くと、事務局が台帳反映した調査結果が現地確認アプリにも反映され

ます。調査行程の農地の境界線の色、ピンの下の文字が調査した結果に、ピンの色が緑色 から青色 に変
わります。

※令和6年7月末の改修により、台帳反映した対象地については、ピンの色も随時更新されるようになりました。

※ 事務局が調査行程を修正（調査対象地を追加する、削除する）等した場合、15分後に現地確認アプリに修正が反映され
ます。

調査行程の農地のうち、台帳反映した農地の
・ ポリゴンの色とピンの下の文字が更新される
・ ピンの色が緑色→青色に更新される
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3-1．利用状況調査を実施する 6）調査結果を修正する
現地確認アプリで一度登録した調査結果を修正したい場合の確認方法や操作方法について説明します。

農業委員・推進委員は、ピンの色が青色 になるまで（事務局が該当農地の調査結果を台帳反映するまで）は、
現地確認アプリで調査結果を修正できます。

※事務局がどの農地の調査結果を台帳に反映しているかは、ピンの色で判断するのが分かりやすいです。

⇒別の農地に調査結果を入力してしまった、入力した内容を間違えていたから修正したい場合などは、

ピンの色が青色 の場合は既に事務局が台帳に反映済みなので、事務局に連絡をしてください。

ピンの色が緑色 の場合は、まだ台帳に反映していないので、現地確認アプリ上で結果を修正できます。
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農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（1/8）

① 左下の【メニュー】をタップして
【メインメニュー】を表示させます。

② 左下のリストボックスをタップし
ます。

③ 現地確認行程リストが表示される
ので、リスト内の

「○○市_権利移動・転用○○」

の調査行程をタップします。

③

②

①

②

③
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⑤ 検索ボタンをタップすると下に登録したデータ
が出てくるので、所在・地番をタップすると、そ
の農地が表示されます。

④

④ 画面左側の丸いアイコンの下か
ら３番目をタップします。

⑤-1

⑤-2

⑥ 矢印をタップすると左側の「農地番号」、「現
地確認行程農地一覧」が消えますので、地図を拡
大してください。

⑥-1
⑥-2

※ 本来であれば、前頁で行程を選択すると、
現在地と調査対象農地が表示されますので、
地図を拡大等するだけで良いです。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（2/8）
農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。
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農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（3/8）

←紫色のピン

⑦

⑧

←調査対象地→

⑦ 調査対象地の地図をある程度拡大すると、調査対
象地の付近に紫色のピンが表示されます。

⑧ さらに拡大すると、農地の区画が表示されます。
黄色い枠で表示されている、赤いピンが立って

いる農地が、調査対象地です。
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農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（4/8）

⑨ 赤いピンをタップすると、画面の
左側に、その農地の情報が表示され
ます。

⑩ 項目は、次の4つです。
「台帳情報」
「現地確認項目」
「現地確認写真」
「現地確認メモ」
それぞれ、▼ のマークを押すと、

詳細情報や入力欄が表示されます。
表示を戻すときは、 ▲ マークを

押します。

⑩

⑨-1

⑨-2
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農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（5/8）

⑪ 「台帳情報」の ▼ マークを押すと、
農地台帳情報が表示されます。

表示を戻すときは、 ▲ マークを押し
ます。

⑫ 「現地確認項目」の ▼ マークを押す
と、現地確認結果を入力する欄が表示さ
れます。

⑬ 備考欄に、現地確認結果を入力します。
備考欄をタップすると、キーボードが

画面下に表示されます。

キーボードの「あかさ」タブをタップ
すると、日本語をローマ字打ちで入力で
きます。

⑪

⑫

⑬
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農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（6/8）

⑭ 現地確認結果の入力が完
了したら、画面上部の「確
認済み」のボタンをタップ
します。タップすると、紫
色に変わります。

⑭
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農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（7/8）

⑮ 対象農地の写真を撮る場合
は、「現地確認写真」の ▼
マークを押します。

⑯ カメラのマークを押すと、
カメラが起動します。

対象農地の写真を撮ると、
レ点と×印が出てきます。レ
点をタップすると自動で写真
が登録されます。

撮り直しをしたい場合は、
×印をタップしてください。

写真は複数枚撮影すること
ができます。

⑮
⑯
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農業委員会サポートシステムで登録した農地法第3条、4条、5条などの現地確認行程を選択し、現地確認アプリで現地確認
を実施します。

3-2．権利情報の移動の現地確認を実施する（8/8）

⑰ 現地確認結果の入力、農地の写真の登録が
完了したら、画面下部の「登録」ボタンを
タップします。

⑰

⑱ 選択している調査対象農地のピンが緑色
に、農地の詳細情報の欄も緑色に表示され、
「確認済」の状態となります。

⑱

⑱
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違反転用を見つけたり、農地の利用意向を確認して入力したい場合は、現地確認行程を登録していなくとも、状況を入力し
登録することができます。

3-3．その他の現地確認を実施する（地図上で対象農地を探して入力する）（1/2）

① 現地確認項目を入力したい農地のピンをタップします。

② 画面の左側に調査項目等が表示されるので、【現地確認
項目】をタップします。

③ 「意向調査」、「違反転用」の情報を入力し、「登録」
をタップします。

③

②

①



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

100

違反転用を見つけたり、農地の利用意向を確認して入力したい場合は、現地確認行程を登録していなくとも、状況を入力し
登録することができます。

3-3．その他の現地確認を実施する（台帳から対象農地を探して入力する）（2/2）

① 左下の【メニュー】をタップして【メインメニュー】を表示させ、
【農地検索】をタップします。

② 所有者・耕作者名や詳細条件を入力し、「検索」をタップすると、
検索結果が表示されます。

③ 検索結果から農地情報をタップすると、画面の左側に調査項目等が
表示されるので、【現地確認項目】をタップし、状況を入力して「登
録」をタップします。

①

③

②-1

②-2
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対象農地までの経路を表示することができます。
3-4．農地までの経路を確認する

① 画面左側の丸いアイコンの
一番下をタップします。

② 現地確認する農地をタップ
すると、タップした位置に赤
い旗が立ち、現在位置からの
経路が赤い点線で表示されま
す。

①

※禁止※

タブレットの画面を見な
がら歩くこと

車を運転しながらタブ
レットを操作すること

②
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4-1．「一括更新補正」での機能一覧
① 土地一括更新、②世帯員一括更新、③経営体一括更新
登録済みの①土地②世帯員③農家・法人経営データにおける各項目の値を一括で更新。

④ 土地一括登録
新たな土地データを一括で登録。

⑤ 土地一括削除
登録済みの土地データを一括で削除。

⑥ 農家法人世帯員一括登録
新たな世帯員データとそれに紐付く農家・法人経営データを一括で登録。

⑦ 農家法人世帯員一括削除
登録済みの世帯員データと所属する世帯員／構成員が存在しなくなった農家・法人経営データ
を一括で削除。

⑧ 地番一括更新
登録済みの土地データの地番情報を新しい地番情報に変更する。

⑨法人役員・主要株主等一括更新
登録済みの法人役員・主要株主等データにおける各項目の値を一括で更新。

⑩法人役員・主要株主等一括登録
新たな法人役員・主要株主等データを一括で登録。

⑪法人役員・主要株主等一括削除
登録済みの法人役員・主要株主等データを一括で削除。

【参考情報】
一括更新補正機能の詳細については、「システム操作手順書別紙一括更新補

正の利用の手引き」（農業委員会サポートシステム マニュアル・よくある
質問 4.台帳・地図補正 CSV一括補正 操作手順書）に記載しています。

本マニュアル中では、 のように同手引きの頁番号を標
記していますので、ご参照ください。
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① 行いたい処理を選択する

4-2．一括更新補正機能を使う（1/4） 機能名:[台帳・地図補正]-[一括更新補正]

①
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② データのバックアップを取る
※更新したCSVファイルを取り込む前に、データのバックアップを必ず行ってください

4-2．一括更新補正機能を使う（2/4） 機能名:[台帳・地図補正]-[一括更新補正]

②
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出力したいCSVファイルの条件を設定し、出力する

①「市町村検索」タブで市
町村を選択

②大字・小字の範囲を選択

③条件項目、比較演算子、
条件値を設定（任意で設
定）

→「出力」を押下

4-2．一括更新補正機能を使う（3/4） 機能名:[台帳・地図補正]-[一括更新補正]

①
②

③
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更新したCSVファイルを取り込む

②

①

①CSVファイル取込を行う

②エラーレコードが発生した場
合は取込結果CSVを出力し、該
当箇所の修正を行う

4-2．一括更新補正機能を使う（4/4） 機能名:[台帳・地図補正]-[一括更新補正]
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4-3．CSVファイル更新時の注意点（更新と削除に用いるキー項目について）一括更新の手引き:P４～５

① 土地一括更新では、地方公共団体コード、大字コード、小字コード、地番、区分を「地方公共団体コード/大字コード-小字コード:地番/区分」の形式に編集した「所
在キー」をキーとして更新します。
② 土地一括削除・地番一括更新では、「一筆番号」（システム内部で土地を管理している番号）をキーとして更新します。
③ 世帯員一括更新では、「世帯員番号」をキーとして更新します。
④ 経営体一括更新では、「農家法人番号」をキーとして更新します。
⑤法人役員・主要株主等一括更新では、「農家法人番号」「役員等_連番」（システム内部の管理番号）をキーとして更新します。
それぞれ、キーとなる項目を書き換えた場合、更新対象となりませんのでご注意ください。

①土地一括更新
②土地一括削除・地番一括更新

③世帯員一括更新 ④経営体一括更新 ⑤法人役員・主要株主等一括更新
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4-3．CSVファイル更新時の注意点
①[NG]キー項目となる列は更新してはいけません。 ②[OK]【参考】と記載のある列は、書き換えて取込を行って

も、台帳に反映されません。セルの色を塗る、文字の色を変
更しても、同様に台帳に反映されません。

③[左・NG]CSVファイルの列を「削除」すると、うまく取り込めなくなります。
[右・OK]列が多く見にくい・更新しにくい場合は、不要な列を「非表示」にする又は「出力項目設定」を活用してください。

※出力項目設定について
は次々ページ参照。
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4-4．土地/世帯員/経営体/法人役員・主要株主等データをCSVで一括更新する
土地、世帯員、経営体、法人役員・主要株主等一括更新 一括更新の手引き:P6～16
〇利用用途:農業委員会サポートシステムに登録されている各種データを一括・部分的に更新する。

大字や現況地目等の条件
を絞って抽出可能。

※

※出力項目設定については次
ページ参照。
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4-4．（１）一括更新での出力項目設定機能について
出力項目設定機能について 一括更新の手引き:P６～10
一括更新で出力するCSVは、デフォルトで各種データの管理項目が全て出力されるようになっています。
※土地データでは参考情報含め435項目。
「出力項目設定」では各種データで出力したい項目を独自に設定できます。

①

詳細設定について、土地データを例に説明します。

①表示判定から出力したい項目にチェックをいれる。
※必要に応じて全選択や全解除でチェックの設定を変更。

②設定が完了した場合、「更新」をクリック。

②
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4-4．（２）農地中間管理事業による転貸等の手続き（所有者・機構間の契約）

入力内容項目名列（※）

世帯員番号を入力転貸借受人コードDB

6（機構法）転貸適用法コードDD

1～99転貸形態（権利の種類）コードDF

yyyy/MM/dd（半角入力）転貸開始YMD（始期年月日）DH

yyyy/MM/dd（半角入力）転貸終了YMD（終期年月日）DI

半角入力転貸賃借料DL

yyyy/MM/dd（半角入力）中間管理権取得年月日DO

yyyy/MM/dd（半角入力）知事公告年月日（機構取得分）DQ

yyyy/MM/dd（半角入力）許可YMDFX

農地中間管理機構により定められた農用地利用集積等促進計画に基づく農地中間管理権の設定や賃借権の設
定等の内容を反映するための入力項目

農地中間管理機構の世帯員番号を入力

※初期状態では非表示の項目があるため、「出力項目設定」で出力項目
の追加を行う必要があります。そのため、全項目を出力する場合の列
名を表記しています。

10a当たりの額を入力
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4-4．（２）農地中間管理事業による転貸等の手続き（所有者・機構間の契約）

反映後の【台帳管理】-【土地データ】-【貸借】タブの入力状況

反映後の【台帳管理】-【土地データ】-【農地中間管理権と利用集積等促進計画】タブの入力状況
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4-4．（２）農地中間管理事業による転貸等の手続き（機構・受け手間の契約）

入力内容項目名列（※）

世帯員番号を入力貸付借受人コードCN

6（機構法）貸付適用法コードCP

1～99貸付形態（権利の種類）コードCR

yyyy/MM/dd（半角入力）貸付開始YMD（始期年月日）CT

yyyy/MM/dd（半角入力）貸付終了YMD（終期年月日）CU

半角入力賃借料CY

yyyy/MM/dd（半角入力）知事公告年月日（受け手取得分）DU

yyyy/MM/dd（半角入力）許可YMDFX

農地中間管理機構により定められた農用地利用集積等促進計画に基づく農地中間管理権の設定や賃借権の設
定等の内容を反映するための入力項目

※初期状態では非表示の項目があるため、「出力項目設定」で出力項目
の追加を行う必要があります。そのため、全項目を出力する場合の列
名を表記しています。

10a当たりの額を入力
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4-4．（２）農地中間管理事業による転貸等の手続き（機構・受け手間の契約）

反映後の【台帳管理】-【土地データ】-【貸借】タブの入力状況

反映後の【台帳管理】-【土地データ】-【農地中間管理権と利用集積等促進計画】タブの入力状況
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4-4．（２）農地中間管理事業による転貸等の手続き（所有者・機構・受け手間の一括の契約）

入力内容項目名列（※）

世帯員番号を入力貸付借受人コードCN

6（機構法）貸付適用法コードCP

1～99貸付形態（権利の種類）コードCR

yyyy/MM/dd（半角入力）貸付開始YMD（始期年月日）CT

yyyy/MM/dd（半角入力）貸付終了YMD（終期年月日）CU

半角入力賃借料CY

yyyy/MM/dd（半角入力）知事公告年月日（受け手取得分）DU

世帯員番号を入力転貸借受人コードDB

6（機構法）転貸適用法コードDD

1～99転貸形態（権利の種類）コードDF

yyyy/MM/dd（半角入力）転貸開始YMD（始期年月日）DH

yyyy/MM/dd（半角入力）転貸終了YMD（終期年月日）DI

半角入力転貸賃借料DL

yyyy/MM/dd（半角入力）中間管理権取得年月日DO

yyyy/MM/dd（半角入力）知事公告年月日（機構取得分）DQ

yyyy/MM/dd（半角入力）許可YMDFV

農地中間管理機構により定められた農用地利用集積等促進計画に基づく農地中間管理権の設定や賃借権の設
定等の内容を反映するための入力項目

※初期状態では非表示の項目があるため、「出力項目設
定」で出力項目の追加を行う必要があります。そのた
め、全項目を出力する場合の列名を表記しています。

10a当たりの額を入力

10a当たりの額を入力

機構の世帯員番号を入力
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4-4．（２）農地中間管理事業による転貸等の手続き（所有者・機構・受け手間の一括の契約）

反映後の【台帳管理】-【土地データ】-【貸借】タブの入力状況

反映後の【台帳管理】-【土地データ】-【農地中間管理権と利用集積等促進計画】タブの入力状況
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農地法第３条による所有権移転の申請の結果を反映するための入力項目

4-4．（３）農地法第3条による所有権移転手続き

列 項目名 変更前 変更後

BF 所有者コード 世帯員番号 世帯員番号を入力

EL 取得適用法コード 0 1,2

EN 取得形態コード 0 1～99

EP 取得相手コード 0 世帯員番号を入力

ET 取得価格（10aあたり） 0 半角入力

FX 許可YMD
yyyy/MM/dd

半角入力
渡人の世帯員番号↑

列は、初期状態でCSVを出力し、Excelファイルで開いた場合の列。
「出力項目設定」で出力項目の絞り込み等を行っている場合は、列では
なく、項目名を参照してください。（次ページ以降も同様です）
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農地法第３条による貸借権設定・貸借権移転の申請の結果を反映するための入力項目

10aあたりの賃借料を入力します

4-4．（４）農地法第3条による貸借権設定・貸借権移転手続き

列 項目名 変更前 変更後

CN 貸付借受人コード 世帯員番号 世帯員番号を入力

CP 貸付適用法コード 0 1,2

CR 貸付形態コード 0 1～99

CT 貸付開始YMD（始期年月日）
yyyy/MM/dd

半角入力

CU 貸付終了YMD（終期年月日）
yyyy/MM/dd

半角入力

CY 賃借料 0 半角入力

FX 許可YMD
yyyy/MM/dd

半角入力
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4-4．（５）農地法第4条による転用手続き

入力内容列

51～57転用適用法コードFL

1～3、9転用形態（権利の種類）コードFN

yyyy/MM/dd
半角入力

転用開始YMD（始期年月日）FP

転用終了YMD（終期年月日）FQ

1~3、11~14、21、
31~34、41~45、51、

61、71~75
転用用途コードFR

yyyy/MM/dd
半角入力

許可YMDFX

農地法第4条による転用許可の結果を反映するための入力項目
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4-4．（６）農地法第5条による転用手続き

入力内容列

世帯員番号を入力所有者コードBF

所有権
移転の
場合

58～64取得適用法コードEL
1～4、9取得形態コードEN

世帯員番号を入力取得相手コードEP
半角入力（ある場合）取得価格ET
世帯員番号を入力貸付借受人コードCN

貸借権
設定の
場合

58～64貸付適用法コードCP
1～10、99貸付形態（権利の種類）コードCR

yyyy/MM/dd
半角入力

貸付開始YMD（始期年月日）CT
貸付終了YMD（終期年月日）CU

半角入力（ある場合）賃借料CY
58～64転用適用法コードFL

共通入
力項目

1～3、9転用形態（権利の種類）コードFN

yyyy/MM/dd
半角入力

転用開始YMD（始期年月日）FP

転用終了YMD（終期年月日）FQ

1～3、11～14、21、31
～34、41～45、51、61、

71～75
転用用途コードFR

yyyy/MM/dd
半角入力

許可YMDFX

農地法第5条による転用許可の結果を反映するための入力項目
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農地法第18条による解約の通知を反映するための入力項目

変更前 変更後

CN 貸付借受人コード 世帯員番号 0

CP 貸付適用法コード 適用法コード 0

CR 貸付形態（権利の種類）コード 適用法コード 0

CT 貸付開始YMD（始期年月日） 日付

CU 貸付終了YMD（終期年月日） 日付

CY 賃借料 10aあたり金額 0

FV 解約形態コード 0 1～99

FX 許可YMD
yyyy/MM/dd

半角入力

列

4-4．（７）農地法第18条第6項による解約の手続き
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旧農業経営基盤強化促進法第18条第１項に基づく農用地利用集積計画申出書についての手続き結果を反映す
るための入力項目

変更前 変更後

CN 貸付借受人コード 0 世帯員番号を入力

CP 貸付適用法コード 0 3

CR 貸付形態（権利の種類）コード 0 1～99

CT 貸付開始YMD（始期年月日）
yyyy/MM/dd

半角入力

CU 貸付終了YMD（終期年月日）
yyyy/MM/dd

半角入力

CY 賃借料（10aあたり） 0 半角入力
EB 利用集積計画番号 0 任意の番号

EC 利用集積公告YMD
yyyy/MM/dd

半角入力
ED 利用目的コード 0 1,2,9

EF 利用目的備考 任意の文字入力

EG 利用権設定区分コード 1,2

FX 許可YMD
yyyy/MM/dd

半角入力

列

（参考）旧農業経営基盤強化促進法第19条による農用地利用集積計画の公告の手続き

※旧法のため令和７年度以降の新規発生はない。
過去の未入力案件を入力する場合の参考として掲載
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CSV一括更新処理の際、必ずセットですべて入力しなければエラー（＝相関性エラー）となる項目は下記の通りです。
一括更新の手引き:P43～P48

〇エラー表示:「項目名1/項目名2/…:設定する場合、すべての項目を入力してください」
・土地の「貸付借受人」「貸付適用法」「貸付形態」
・土地の「転貸借受人」「転貸適用法」「転貸形態」

〇エラー表示:「項目名１:本項目を設定する場合、項目名２も入力してください」
・項目名１:土地の「貸付開始YMD（始期年月日）」項目名２:土地の「貸付借受人」
・項目名１:土地の「貸付終了YMD（終期年月日）」項目名２:土地の「貸付借受人」
・項目名１:土地の「貸付終了YMD（終期年月日）」項目名２:土地の「貸付開始YMD（始期年月日）」
・項目名１:土地の「貸付小作料」項目名２:土地の「貸付借受人」
・項目名１:土地の「貸付小作料物納」項目名２:土地の「貸付借受人」
・項目名１:土地の「賃借料」項目名２:土地の「貸付借受人」
・項目名１:土地の「貸付小作料単位コード」項目名２:土地の「貸付借受人」
・項目名１:土地の「転貸開始YMD（始期年月日）」項目名２:土地の「転貸借受人」
・項目名１:土地の「転貸終了YMD（終期年月日）」項目名２:土地の「転貸借受人」
・項目名１:土地の「転貸終了YMD（終期年月日）」項目名２:土地の「転貸開始YMD（始期年月日）」
・項目名１:土地の「転貸小作料」項目名２:土地の「転貸借受人」
・項目名１:土地の「転貸小作料物納」項目名２:土地の「転貸借受人」
・項目名１:土地の「転貸賃借料」項目名２:土地の「転貸借受人」
・項目名１:土地の「転貸小作料単位コード」項目名２:土地の「転貸借受人」

4-4．（８）CSV一括更新の相関性エラー ※留意点
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4-5．土地を一括で登録する

④土地一括登録 一括更新の手引き:P20～21
利用用途:農業委員会サポートシステムに登録されていない土地を一括・部分的に更新する。

土地を追加したい大字等
の地番や所有者を抽出。

④
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4-6．土地を一括で削除する

⑤土地一括削除 一括更新の手引き:P29～32
利用用途:農業委員会サポートシステムに登録されている不要な土地や重複している土地を削除する。

土地を削除したい大字等
の地番や所有者を抽出。

⑤
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4-7．世帯員と経営体を一括で登録する

⑥農家法人世帯員一括登録 一括更新の手引き:P22～25
利用用途:農業委員会サポートシステムに登録されていない世帯員/経営体を一括で登録する。

固定台帳との照合により発生した「所有者未登録エラー」を解消する。

登録したい世帯員の属す
る世帯等を抽出。

⑥
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4-8．世帯員と経営体を一括で削除する

⑦農家法人世帯員一括削除 一括更新の手引き:P33～35
利用用途:農業委員会サポートシステムに登録されている不要な、重複している世帯員/経営体を一括で

削除する。

削除したい世帯員の属す
る世帯等を抽出。

⑦
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4-9．地番情報を一括で更新する（1/2）

⑧地番一括更新 一括更新の手引き:P39～42
利用用途:地籍調査等で変更となった大字等の地番情報を一括で更新する。

固定台帳との照合作業大字コード/小字コードを一括で更新する。

地番を変更したい大字等
を範囲抽出。

⑨
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『九州（大字コード:557 小字コード:0）』という土地の地番が『会議所 １丁目（大字コード:564 小字コード:1）』
に変わったとき、一括で変更する方法を説明します。

大字:会議所（大字コード:564）
小字:１丁目（小字コード:1）に変更する

4-9．地番情報を一括で更新する（2/2）
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（１）追加したい大字・小字をあらかじめ新規登録する
①「補助機能」＞「共通コード管理等」を押下
② コード名「大字」を選択し、「追加」を押下
③ 一番下に挿入された黄色の行に新しい字の情報を入力
④ 小字についても同様に登録する

②

③

④

4-9．地番情報を一括で更新する

①
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4-9．地番情報を一括で更新する
（２）「大字:九州」の土地をCSVで抽出する

① 台帳・地図補正＞一括更新補正の順に押下し、処理選択「地番一括更新」を選択する
② 出力したい土地の条件を入力
③「出力」を押下

①

②

③
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4-9．地番情報を一括で更新する
（３）CSVファイルの編集
①「変更後_大字コード」と「変更後_小字コード」を（大字コード:564 小字コード:1）に編集する
② CSVファイルを取り込む

出力されたCSVファイル

①
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4-9．地番情報を一括で更新する
（４）結果を確認すると、新しい大字:会議所、小字:１丁目という土地が５筆追加され、

大字:九州の土地がなくなったことが分かる
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4-9．地番情報を一括で更新する
（５）大字:九州を削除する

①「共通コード管理」の「大字」から「九州」を選択する
②「削除」を押下→行が緑色の表示になる
③「更新」を押下する

①

② ③
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4-9．地番情報を一括で更新する ※留意点

変更後変更前
区分地番小字コード大字コード市町村

コード
区分地番小字コード大字コード市町村

コード

100-20101332000100-10101332000地番変更１

100-30101332000100-20101332000地番変更２

【例１】

変更後変更前
区分地番小字コード大字コード市町村

コード
区分地番小字コード大字コード市町村

コード

100-20101332000100-10101332000地番変更１

100-10101332000100-20101332000地番変更２

【例２】

① 地番一括更新機能において、地番重複となる土地は登録不可とするため、更新後の地番（地方公共団体コード～区分）が
一致する土地データが登録されているかチェックを行います。このエラーチェックにより、以下のようなケースがエラー扱
いとなり、更新できなくなります。(赤枠がエラー行)

② 地番一括更新機能において、地番の変更対応は「変更前:変更後 = １:１」となります。
そのため、地籍調査等で複数の土地が一筆となった場合は、下記の操作どちらかを行う必要があります。

（１）システム上で合筆処理を行う。
（２）合筆後の土地を新規で登録する。
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4-10．法人役員・主要株主等を一括で登録する

⑩法人役員・主要株主等一括登録 一括更新の手引き:P26～28
利用用途:サポートシステムに登録されていない法人役員・主要株主等を一括で登録する。

登録したい役員等の属す
る法人を抽出。

⑩
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4-11．法人役員・主要株主等を一括で削除する

⑪法人役員・主要株主等一括削除 一括更新の手引き:P36～38
利用用途:サポートシステムに登録されている不要な法人役員・主要株主等を一括で削除する。

削除したい役員等の属す
る法人を抽出。

⑪
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4-12．（１）一括更新補正機能の活用例（当月に利用権が終了する農地の情報を書き換える）
①台帳・地図補正タブの一括更新補正で処理選択
「土地一括更新」を選択します。

②取込用ＣＳＶ出力で条件項目を左図のように設
定します。
今回は令和4年7月に利用権が終了する農地を抽
出します。

１）条件項目:「貸付終了YMD」
比較演算子:以上
条件値:R04.7.1（2022/7/1で入力も可）

２）条件項目:「貸付終了YMD」
比較演算子:以下
条件値:R04.7.31（2022/7/31で入力も

可）

３）条件項目:「貸付適用法コード」
比較演算子:等しい
条件値:機構法

※論理演算子は「AND」

③出力をクリックします。

再設定の入力や終了の入力は該当ページを参照く
ださい。

②

①

③

Ｐ112～117,122

機構法
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4-12．（２）一括更新補正機能の活用例（「農地ナビ」上の農地情報を一括で非表示設定する）
ア）作業の概要
農地ナビ上の複数の土地の農地ピンを非表示にするために、CSV一括更新機能を使い、該当の複数の土地に対して
「公開設定」の「eMAFF農地ナビでの公開を停止する」にチェックをつける
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4-12．（２）一括更新補正機能の活用例（「農地ナビ」上の農地情報を一括で非表示設定する）
イ）ピンを非表示にしたい土地に追加する任意項目を設定する

①補助機能→共通コード設定→任意グループラベル設定の順に押下し、「表示名」を編集（今回は「非公表ピン候補」とする）→更新
②任意項目ラベル設定を押下し、「表示名」を編集（今回は「非公表ピン」とする）→更新

① ②
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（参考）任意項目の設定方法（土地、世帯員、経営体データ共通 1/3）

【補助機能】の共通コード管理等で設定を行います。
まずは３「任意グループラベル設定」で各項目の名前を変更します。

変更後、更新ボタンを必ずクリック。
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【補助機能】の共通コード管理等で設定を行います。
次に4「任意項目ラベル設定」で各項目の名前を変更します。

※変更後、更新ボタンを必ずクリック。

（参考）任意項目の設定方法（土地、世帯員、経営体データ共通 2/3）
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【補助機能】の共通コード管理等で設定を行います。
次に各項目で管理する情報を設定します。

※変更後、更新ボタンを必ずクリック。

追加ボタンを押し、一つずつ条件
を追加する。

（参考）任意項目の設定方法（土地、世帯員、経営体データ共通 3/3）
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（参考）任意項目の設定方法 備考

（１）色分けができる任意項目グループは「土地任意項目のグループ１～グループ４」に設定した16項目（世帯員任意項目グ
ループ、経営体任意項目グループも同様。）となります。色分けの条件項目になるのは「GRP◯＿区分〇」の項目です。
任意項目を設定後、すぐにはシステムに反映されませんので、

① ログアウトをする
② F５キーを押しログイン後の初期画面に戻す

上記どちらかの操作が必要になります。

（２）任意項目の入力方法は下記の3パターンとなります。
①【台帳管理】-「任意項目」タブで一筆ずつ直接入力。
②【台帳・地図補正】-「任意項目補正」で更新する。（ただし土地データの任意項目のみ）

※入力内容が同一の場合複数筆を同時に補正可能。
③【台帳・地図補正】-「CSV取込補正」でCSV出力し、複数筆を一括で更新する。
④【台帳・地図補正】-「一括更新補正」でCSV出力し、複数筆を一括で更新する。
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4-12．（２）一括更新補正機能の活用例（「農地ナビ」上の農地情報を一括で非表示設定する）
ウ）地図管理画面上で非表示にしたいピンを選択する
①「台帳管理」から地域を選択し地図を表示する
②「選択」を押下
③ 非表示にしたいピンを選ぶ
④「台帳検索」を押下

③

「地図管理」画面へ遷移

「台帳・地図補正」
画面へ遷移

④

①

今回はここの範囲のピンを
一括で非表示にします

②
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4-12．（２）一括更新補正機能の活用例（「農地ナビ」上の農地情報を一括で非表示設定する）
エ）ピンを非表示にしたい土地に任意項目を追加する

①「任意項目補正」→「土地任意項目グループ１」の順に選択
② 任意項目を追加したい土地がすべて選択されていることを確認
③ 「土地任意区分１-１」を「土地区分１-1」にする【 ア）で設定した項目を選ぶ】 ⇒ 更新

①

②
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4-12．（２）一括更新補正機能の活用例（「農地ナビ」上の農地情報を一括で非表示設定する）
オ）ピンを非表示にしたい土地データのCSVを抽出する
①「一括更新補正」
②「土地一括更新」を選択
③ 地域を選択
④ 「条件項目」と「条件値」を設定
⑤ 「出力」

①

②

③

ｃ④

⑤
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4-12．（２）一括更新補正機能の活用例（「農地ナビ」上の農地情報を一括で非表示設定する）
カ） 出力されたCSVを編集する
① 土地任意区分が設定の通りに登録されていることを確認
② 「公開停止フラグ」をすべて「１」にする
③ 保存したCSVファイルを取り込む

①

②
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4-12．（２）一括更新補正機能の活用例（「農地ナビ」上の農地情報を一括で非表示設定する）
キ）非公表フラグが設定されたことを確認

「台帳管理」画面の「公開設定」の「インターネットでの公開を停止する」にチェックがついたことが確認できる
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4-12.(3) 一括更新補正機能の活用例（再アップロード等により貸付適用法が「その他」になっている転用地の補正）
フェーズ２移行用ファイルレイアウト（農地データ）では、農地法5条の貸借権設定による転用が行わている土地の貸付適用法
に農地法5条関係のコードを設定できないため、適用法が「90:その他」等になっている場合があります。

① フェーズ２移行用ファイルレイアウト（農地データ）の貸付適用法該当項目

② フェーズ２移行用ファイルレイアウト（農地データ）の転貸適用法該当項目

農業委員会サポートシステム「貸借タブ」 農業委員会サポートシステム「転用タブ」
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4-12.(3) 一括更新補正機能の活用例（再アップロード等により貸付適用法が「その他」になっている転用地の補正）

① 台帳・地図補正タブの一括更新補正で処理選
択「土地一括更新」を選択します。

② 取込用ＣＳＶ出力で条件項目を左図のように
設定します。

１）農地法第5条（知事）を修正する場合
「貸付適用法コード」:その他
「転用適用法コード」:農地法第5条（知事）

２）農地法第5条（届出）を修正する場合
「貸付適用法コード」:その他
「転用適用法コード」:農地法第5条（届出）

３）農地法第5条（指定市町村）を修正する場合
「貸付適用法コード」:その他
「転用適用法コード」:農地法第5条（指定市町
村）

③ 出力をクリックします。

①

②

③
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4-12.(3) 一括更新補正機能の活用例（再アップロード等により貸付適用法が「その他」になっている転用地の補正）

①「貸付適用法コード」列で「90:その他」
を「59:農地法5条（知事）」を選択します。

※届出の場合は「61」に修正。
※指定市町村の場合は「60」に修正。
※「貸付適用法名」の修正は不要です。

② 修正後、CSVとして保存をします。
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4-12.(3) 一括更新補正機能の活用例（再アップロード等により貸付適用法が「その他」になっている転用地の補正）

①「CSVファイル取込」で修正したCSVファ
イルを取り込みます。

①
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ここの情報を複数人一括
で更新します

「住民区分」または「異動区分」が
「死亡」の世帯員について「送付先」を一括
で更新することができます。

4-12.(4) 一括更新補正機能の活用例（「送付先」を一括で変更する）

利用意向調査書等を所有者へ送付する場合、送付先を変更することも可能です。
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ア）該当の世帯員のCSVを出力する
① 台帳・地図補正＞一括更新補正の順に押下し、「世帯員一括更新」を選択する
② 該当の世帯員の条件を入力する
③ 出力を押下する

①

②

③

演算子を「or」にすることで
両方の条件を対象にできる。

4-12.(4) 一括更新補正機能の活用例（「送付先」を一括で変更する）



令和７年度 農業委員会サポートシステム 操作研修会

157

今回は続柄「子」の
「農業０１ 透」宛に変更します

選択するコード

イ）抽出したCSVを編集する
①「送付先判定コード」と住所・宛名の欄を入力する
② 編集したCSVを取り込む。取り込んだ結果は下図のようになる

編集したCSVの取込結果

4-12.(4) 一括更新補正機能の活用例（「送付先」を一括で変更する）
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業務別キーワード索引

１．農地の権利移動等

農地法３条 ①56,57,②118-119
転用、農地法４・５条 ①61,77-80,111-112

②120-121
農用地利用集積等促進計画 ①58-60,114-117

②112-117
⑥全般

解約、農地法18条 ①62-63,②122
農用地利用集積計画（旧法）①58,60,118

②123
利用権の終期・更新通知 ①157-160
農地台帳の出力 ①19,52
閲覧用農地台帳 ①53
耕作証明願 ①50

２．農地台帳の整備と公表

台帳検索 ①16-21,22-25
現況地目 ①64
農振法区分 ①66-67
国籍情報 ①36-38
分筆 ①71-76
貸付分割 ①77-80
経営意向の入力 ④全般
ワンデスクによる意向把握 ④46-60
eMAFF農地ナビへの公表 ①144-151
住基・固定資産台帳との照合 ③全般

３．地図の整備と公表

地図の作成 ①28,132-133
農地地図、紐づけ地図 ①127-130
eMAFF農地ナビへの公表 ①144-151
色分け、模様 ①134-136,⑤33-36
ラベル ①137
印刷 ①138-141,⑤61-69
区分地図 ①127-129,132-133

４．遊休農地対策

利用状況調査 ②5-20
利用意向調査 ②21-23
非農地通知 ②24-27
所有者等を確知できない旨の通知 ②28
農地中間管理機構への通知 ②28
農地中間管理機構との協議勧告 ②28
遊休農地の発生・解消状況に関する調査表 ②29
現地確認アプリ ②33-101

６．地域計画

目標地図素案作成・編集 ⑤3-60
目標地図の変更素案 ⑤76-91
地域計画データの出力 ⑤75

7．知っていると便利な機能

担い手等区分の入力 ①162
担い手へ集積されている農地を出力 ①161-162
土地データCSV ①153
世帯員データCSV ①154
経営体データCSV ①155
面積別農家・法人一覧CSV ①156
農家戸数・農地面積の出力 ①163
営農型太陽光の台帳管理例 ①164-166

※①～⑥は操作説明資料のNo（例えば⑤50であれば、操作説明資料⑤のP50掲載を意味する）


